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研究成果の概要（和文）： 

 一部の都市域を除き，公共交通はもはや「交通産業」ではなく「社会基盤」ととらえる必要

がある．しかし，このような観点から“公の意思”としての地域公共交通計画を策定するため

の計画方法論は見あたらない．本研究では，「活動機会の保障」という観点に立ち，地域の実情

に応じた公共交通サービスのメニューを地域住民が選択するため，先行研究で提唱した計画方法

論のフレームの深化と要素技術の充実を図り，計画方法論としてとりまとめた．  

 
研究成果の概要（英文）： 

  In rural areas, public transport is no longer to be recognized as an transport industry 

but as an infrastructure. However, no methodology is found for planning local public 

transport systems under such a viewpoint. This study developed a methodology to choose 

an appropriate alternative of transport service for securing opportunity of basic 

activity for life. 
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１．研究開始当初の背景 
 
 地方部を中心とする多くの地域で，公共
交通はいまや“私的動機(営利目的)に委ね
ているだけでは社会的に過小供給となる
財･サービス”であり，もはや「交通産業」
ではなく「社会基盤（インフラ）」ととらえ
る必要がある．地域公共交通をインフラと
考えるならば，河川整備や道路整備におけ
る河川計画や道路計画と同様，公共交通整

備においても“公の意思”としての地域公
共交通計画をきちんと策定し，実施しよう
とする施策が地域住民の生活の質をどれだ
け向上させるかを提示しなければならない．
しかし，道路，河川等についてはそれぞれ
道路計画，河川計画等を策定するための方
法論がほぼ確立されているが，公共交通に
ついては確立された計画方法論がない． 
 分野別に研究動向を見ると，交通計画学
の分野では，英国における Local Transport 
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Plan やドイツにおける空間計画に基づく技
術的・政策的検討などがあるが，地理的特
性や法制度を色濃く反映したものとなって
いる．わが国においても，特に規制緩和前
後から生活交通に関する研究が精力的に行
われているが，個別課題を扱うものが多く，
それらを統合して地域公共交通計画の策定
方法論として提案する試みはようやく緒に
ついたところである. 
 交通経済学の分野では，従来の“交通産
業分析”の枠組みから脱し切れておらず，
また“公平性”の問題を避ける傾向がある
ため，地域社会が直面している“効率性と
公平性の調和のとり方” という課題に十分
な解を与えるものとなっていない。しかし，
同じ経済学の中でも公共哲学分野における
Capability Approachは公平性を検討する上
で有用な基盤を与えてくれる。 
 他に，生活面を議論の中核に据えた分野
に生活の質研究(Quality of Life Research)
や 社 会 指 標 研 究 (Social Indicators 
Research)があり，英国を中心とした“交通
と社会的疎外”に関する研究や米国を中心
とする Essential Service に関する研究等
には本研究課題で提案する計画論に取り入
れるべき成果も見られるが，必ずしも直接
利用できる形には整理されていない．  

 
２．研究の目的 
 
 地域住民にとって移動機会の確保は生活の
基盤であり，とりわけ中山間地等では公共交
通サービスはいまや｢交通事業｣ではなく地域
の｢社会基盤｣として位置づけるべきと考える．
しかし，社会基盤としての地域公共交通の計
画方法論は現在のところ確立されていない．
そこで本研究では，“活力ある地域社会の実現
に向けて住民の生活を交通の面からどのよう
に支えるべきかを体系的に整理したもの”が
「地域公共交通計画」であるという認識の下，
(a)「活動機会の保障水準」という観点から，
(b)地域の実情に応じたサービス提供システ
ムのメニューを立案し，(c)地域住民が自らの
負担とのバランスを勘案して施策を選択する，
というアプローチに基づき，地域が自らの手
で地域公共交通計画を策定するための計画方
法論を構築する． 
 具体的には，活動機会の確保水準とそれを
獲得するための負担水準とを対応づけた形
で計画代替案を列挙し，公共交通利用者，個
別の地区住民，自治体住民から構成される地
域住民自らが計画案を“地域社会として順序
づけ選択する”という計画案選定フレームの
構築，および，そのための要素技術の開発を
行う．対象地域は，地域公共交通の“インフ
ラとしての特性”が如実に表れる地方部とす
る．本来ならば，社会実験等，交通行動や意

識の変容を踏まえた上で計画の見直しへフ
ィードバックする長期的な検討が必要であ
るが，これについては次の段階に委ねること
とする． 
 
３．研究の方法 
 
 上記の考え方を整理したものが，研究代表
者を中心にとりまとめた「地域でつくる公共
交通計画－日本版 LTP 策定のてびき」（(財)
国際交通安全学会，2010）である．人間らし
い生活を営むための“活動機会の保障”(人
間の安全保障の“保障”である）が生活交通
の本質であるとの考え方の下，本研究では上
記計画フレームを具現化するための方法論
的深化と要素技術の開発を図-1 に示すフロ
ーに基づき行う． 
 具体的には，①方法論の基本フレームの吟
味，②活動機会の保障水準に関する理念的検
討，③活動機会の保障水準に関する実証的検
討，④サービス提供システムの構築，⑤費用
負担のあり方に関する検討，⑥サービス特性
と活動機会保障水準の対応づけ，⑦活動機会
保障メニューの社会的選択，⑧研究成果のと
りまとめ，について研究を実施する． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-１ 研究のフロー 
 
４．研究成果 
 
(1)研究の主な成果 
 「活動機会の保障」という観点に立ち，地域
の実情に応じた公共交通サービスのメニュー
を地域住民が選択するため，先行研究で提唱し
た計画方法論のフレームの深化と要素技術の
充実を図り，計画方法論としてとのとりまとめ
を行った．以下，｢研究の方法｣欄に記した①～
⑧の項目別に主要な研究成果を示す． 
 
①方法論の基本フレームの吟味 
 計画の理念(インフラとしての公共交通，
活動機会の確保，受益と負担の組合せ，住民
による選択，etc.)，対象範囲，策定プロセ
スなど，各要素の妥当性と方法論としての全



 

 

体的整合性を吟味し，特定地域を対象として
先行研究で整理した基本フレームの妥当性
と限界を検討した．この検討を通じて，公共
交通計画の計画変数としてのサービス特性
と住民個々人の活動機会の保障水準とを対
応づける際に各個人のサービス利用能力を
明示的に取り扱う必要性がクローズアップ
され，それを踏まえた計画方法論の構築を進
めることとした．また，方法論の理論的基盤
となる潜在能力アプローチに関する国際シ
ンポジウムを開催し，潜在能力アプローチの
臨床展開や機能の計測法等についての論点
整理を行った．並行して，基本フレームに基
づき実フィールドで実証研究を行い，その妥
当性を確認した．これらの成果は，論文⑥,
⑫,○14,⑳，学会発表①,⑦,⑧,⑨としてとり
まとめた． 
 
②活動機会の保障水準に関する理念的検討 
 医療，食料購入等の生命維持のために必要
な活動と，通学，社交，地域貢献，娯楽とい
った社会参加のために必要な活動の両者に
ついて，確保すべき水準や代替可能性等を，
既往研究成果や交通基本法案に関する議論
を踏まえて整理した．また，生活交通サービ
スの是非を議論するためには，それの持つ多
様な機能や効果を複合的，多面的視点から評
価し，事業の妥当性を明確にすることが必要
であり，文献調査を通して生活交通サービス
の評価軸や評価指標をそれぞれの考え方な
どから整理し，今後の生活交通計画に活かし
ていく方法を検討した．これらの成果は，論
文⑤,○23,○24,○25，学会発表⑩，図書②として
発表した． 
 
③活動機会の保障水準に関する実証的検討 

 アンケート，グループインタビュー，ア
クティビティ・ダイアリー調査等を有機的に
組み合わせて活動機会の獲得状況に関する
実態調査を行い，利用可能な交通サービス水
準や天候等との関連を明らかにした．また,
地域の地理的特性や居住者属性分布，交通サ
ービス水準等から規定される活動機会の獲
得水準をアクセシビリティの観点から評価
した．外出に関わる制約の少ない住民（2 世
代同居世帯，マイカー族，無理なく外出でき
る）ほど自身が買い物に行く頻度が高く，制
約のある住民（一人暮らし，公共交通族，要
介助者）ほど生活支援サービスをよく利用し
ていること，介助が必要な住民に対しては，
家族や親族がサポートしていることなど，身
体的な機能や利用可能な交通手段など個人
の属性に合った方法を見つけることにより，
買い物や受診という活動機会を何とか獲得
していることが明らかになった。これは，単
に生活交通サービスを提供すれば買い物の
機会が確保される訳ではなく，生活支援サー

ビスなどを含めた包括的な対応が必要であ
ることを傍証するものである．また，公共交
通利用時の乗り換え特性や休憩施設等の存
在が交通行動や外出頻度に無視し得ない影
響を及ぼしていることも確認された．これら
の成果は，論文①,④,⑧,⑮,⑰，学会発表○3 ,
④として報告している． 
 
④サービス提供システムの構築 
 適切な地域公共交通計画を策定するため
には，公共交通サービスの需要側に関する計
画情報のみならず，持続可能性を高めるため
の効率的な運行方式や運営形態を実現する
ための提供側に関する計画情報を得ること
も重要である．そのひとつとして，構想や基
本計画段階で公共交通サービスの持続可能
性や供給するサービス水準，運行形態等の概
略的な検討を行うための潜在的な利用者数
を活動種類別に把握するための手法を開発
した．また，居住地から目的地までの移動距
離が人々の活動時間に及ぼす影響に着目し，
活動時間が類似する移動距離帯をゾーンと
して導出する手法を提案した．加えて，地域
公共交通計画の立案に際しては，どの地区に
どれだけの便数を供給しうるかを表せたサ
ービス供給基準を示すことが有効である．定
時定路線型の乗合交通を対象に集落単位の
サービス供給基準を設定するに留まってい
た先行研究を路線単位に展開し，かつ，予約
型，個別輸送型といったさまざまな運行形態
を想定し，それらのどれを選択すべきかを併
せて示した供給基準を導出する方法へと拡
張した．さらに，“利用者予測のための需要
推定モデル，“”多面的評価を可能とする評
価値算出モデル”，“コミュニティーバス運行
時の利用人数を予測可能な運行シミュレー
ションモデル”を内包し，生活交通導入・再
編の検討時に，運行計画案に対する利用者数
や行政負担額，提供可能なサービスレベルを
予測可能な運行計画支援システムを構築し
た．また，道路幅員が狭小な急傾斜地におけ
る輸送手段のひとつとしての単軌条運搬機
（モノレール）の導入可能性についても検討
を行うとともに，サービスの導入･維持可能
性を高める上で有用な地域資源(遊休車両，
利用可能施設，ボランティア，住民組織）を
リストアップするとともに，その活用方法に
ついて提案し，地域資源を活用することの効
果と課題を明らかにした。これらの成果は，
論文⑦,⑨,⑩,⑱,○26，学会発表⑥.○11,⑫とし
て報告している． 
 
⑤費用負担のあり方に関する検討  
 利用者，地区住民，自治体住民が地域公共
交通から受ける便益を推定し，帰属便益の大
きさに応じた費用負担方式を社会的合意形
成の観点を踏まえて検討した．具体的には，



 

 

同一のバス路線を共有する複数集落の住民
組織が主体となってサービスを計画する場
面に着目し，そこに参加する調整者の立場に
立って，各集落が合意し得るサービス案の候
補を協議に先立って見出しておくための検
討支援手法をゲーム論的に構築した．また，
上記のような空間的な費用負担のみならず，
現在の利用者と将来の利用者の間の時間的
な費用負担問題も存在するが，マイカーを利
用している住民は公共交通に対する認識が
低く，計画目標の達成に寄与しようとするイ
ンセンティブも持たない．特に，将来時点に
おける利用可能性を保持することの価値が
過小評価される傾向が見受けられる．そこで,
住民の意識面への働きかけを含め，公共交通
の持続的利用可能性に対する価値認識の構
造を調査した．分析結果より，バスサービス
を維持するための支払い意思額を人が想起
するとき，将来の情報には曖昧性が存在し，
支払い意思額に影響を及ぼすることが明ら
かになり，曖昧性を考慮した支払い意思額の
推計方法を開発し，調査データから支払い意
思額を推計したところ，概ね既往研究より大
きい値が得られた．これらの成果は，論文
⑯,○21としてとりまとめている． 
 
⑥サービス特性と活動機会保障水準の対応づけ 
 活動機会確保メニューの構成要素として
バスダイヤを取り上げ，先に提案したアクセ
シビリティ指標に基づいて活動機会の獲得
水準を表す指標を構築し，日常生活に必要な
活動の時間帯分布が与えられたときに，指標
の値が最大になるようなバスダイヤの設定
方法について提案した。ケーススタディの結
果，実際のダイヤよりアクセシビリティの高
いダイヤ，すなわち活動機会の獲得水準が高
いダイヤが見出され，その方法の妥当性が確
かめられた。また，活動人数が最大となる時
刻からダイヤを設定する従来の方法と比べ
ても，全体的に活動機会を保障するダイヤを
設定できることがわかり，限定的ではあるが
提案した方法の有用性が確認された。得られ
た成果は，論文○22,○27として公表した． 
 
⑦活動機会保障メニューの社会的選択  

基本的な活動機会として，医療と買物を考
え，これらの活動はバスで中心地へ移動して
行うとする． 「活動機会」とは，個人が利
用可能な「資源」と「資源利用能力」のもと
で実現しうる様々な状態や行動を指し，Sen3)

のいう「機能」とほぼ同義である．人が実際
に実行可能な機能の束を「潜在能力」と呼び，
効用と異なり客観的な指標であるため，個人
間比較が可能である 3)．資源としてバスダイ
ヤと活動を行う施設の営業時間を，機能とし
てバスダイヤを利用してなすことができる
医療と買物の活動機会を，資源を機能に変換

する能力として個人の外出可能時間をそれ
ぞれ取り上げ，機能の達成度をアクセシビリ
ティ指標値で記述した．社会的選択の規範は，
地域の行動原理に近いものとして，最も不遇
な状況に置かれている住民の状態を改善す
るレキシミン原理を取り上げ，モデル化を行
った．岡山県下における調査データに基づく
実証分析を行い，提案したモデルを用いて公
共交通サービスに対する個人評価関数を導
出するとともに，限定的ではあるが方法論の
現実への適用可能性を確認した．得られた成
果は論文②,⑪,⑲,⑬，学会発表②,⑤として
とりまとめている． 
 
⑧研究成果のとりまとめ 
 フィールドスタディを通して提案した手
法等の妥当性と適用可能性を吟味するとと
もに，得られた成果を「社会基盤としての地
域公共交通の計画方法論」として体系化し，
図書①としてとりまとめを行った． 
 
(2)得られた成果の国内外における位置づけ

とインパクト 
 ｢研究の目的｣欄でも述べたように，｢交通事
業計画｣の策定手法はこれまでにも見られる
ものの，“活力ある地域社会の実現に向けて住
民の生活を交通の面からどのように支えるべ
きかを体系的に整理したもの”が「地域公共交
通計画」であるという認識の下，(a)「活動機
会の保障水準」という観点から，(b)地域の実
情に応じたサービス提供システムのメニュー
を立案し，(c)地域住民が自らの負担とのバラ
ンスを勘案して施策を選択する，というアプロ
ーチに基づき，地域が自らの手で｢地域公共交
通計画｣を策定するための計画方法論は他に例
を見ない．もとより，得られた成果は根幹的な
部分に留まり，網羅的な方法論とはなっていな
いが，交通システム計画の分野で今後さらに研
究を発展させる上で，ひとつの方法論的基盤を
提供するものと考える． 
 本研究の主要な理論的基盤である潜在能力
アプローチについては，提唱者のA.Sen自身が
述べているように，概念的な理論フレームの
提唱に留まっており，実社会の問題を対象に
諸概念を具体化して定式化し解を得るといっ
た段階にまで理論が構築されていない．その
ため，現在多くの分野でいわゆる“臨床展開”
のための取り組みがなされている．本研究で
は，潜在能力アプローチに依拠して一連のモ
デル化を行い，実証分析により，公共交通サ
ービスに対する個人評価関数の導出と社会的
選択をなしえることを確認しえた．対象は限
定的であるが，現在様々な分野で精力的に取
り組まれている潜在能力の計測法に関する研
究に対し，具体的な計測例を示すことができ
たため，交通計画分野のみならず，潜在能力
アプローチが提唱された経済哲学の分野にお



 

 

いても少なからぬ寄与をしえたものと考える． 
 また，社会的活動に対する活動機会の獲得
水準を居住環境や交通サービスと関連づけた
ことにより，社会的包摂研究の分野において
も，定量的な分析の道具立てを提供できる可
能性を示した． 
 
(3)今後の展望など 

本研究では，主として過疎地域の比較的小
さなコミュニティを念頭に置いて方法論を開
発した．しかし，地域公共交通計画の策定主
体は一般に基礎自治体であり，想定したコミ
ュニティに比してかなり規模的に大きなコミ
ュニティであるといえる．したがって，真に
実用的な計画方法論とするためには，大きな
コミュニティにおける合意形成支援手法の開
発が要請される．本研究で開発した潜在能力
アプローチに基づく計画代替案の評価手法が
有する個人間比較が可能であるという特長を
踏まえ，本方法論と整合的な合意形成支援手
法を開発することにより，実用化に向けて大
きな進展が図られるものと考える．また，公
共交通だけでなく移動販売や往診といった住
民側に出向いてくるサービスをも念頭に置き，
包括的な生活支援のための計画方法論へと展
開しうる可能性があり，今後取り組みを進め
たい． 
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